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⼀定条件下で
健保指定外機関での体外受精治療費を
個⼈総合所得税の列挙控除対象に認定

クライアント各位
拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

財政部は、体外受精の治療費が個⼈総合所得税の列挙控除となる要件を緩和す
る解釈通達を公表しました。ポイントは、以下のとおりです。
⼀、納税義務者、その配偶者または扶養親族が、衛⽣福利部の「体外受精⼈⼯⽣

殖技術補助制度」の指定⽣殖医療機関で⽣殖医療技術の治療を受けた場合
に、当該機関が公⽴病院や全⺠健康保険の指定医療機関でなく、また財政部
により会計記録が完備かつ正確であると認定されていない場合でも、当該治療に
係る医療費が中央または地⽅主管機関に補助を申請し承認されたときは、納税
義務者はその承認後、当該医療費から政府補助⾦及び保険給付を差し引いた
⾦額を、所得税法第 17 条第⼀項第⼆号第⼆⽬の三の規定に基づき、⽀払年
度の個⼈総合所得税における医療及び出産費⽤の列挙控除額として申告するこ
とができる。

⼆、前点規定の適⽤を申告する納税義務者は、⽣殖医療機関が発⾏した医療費の
領収書原本、及び補助⾦の振込証明または主管機関による補助審査通知を添
付しなければならない。



三、本令の公布時において、課税が確定していない案件については、本令の規定を適
⽤することができる。

勤業衆信の⾒解
所得税法第 17条第⼀項第⼆号第⼆⽬の規定によれば、納税義務者、その配偶

者または扶養親族の医療及び出産費⽤は公⽴病院、全⺠健康保険の指定医療機
関、または財政部が会計記録の完備・正確性を認定した病院に⽀払ったものに限り、
個⼈総合所得税において列挙控除の対象とすることができます。
そのため、従前は⽣殖医療機関が上述の規定に該当しない場合、納税義務者が

⽀払った費⽤は列挙控除の対象外でした。しかし近年、政府は⽣殖医療補助制度
を推進しており、当該機関は主管機関の許可の下に業務を⾏い、関連法規の規制・
監督を受けています。⽣殖医療補助制度指定の⽣殖医療機関で⽣殖医療の治療
を受け、政府の補助⾦を申請する場合には、その治療状況、補助施術項⽬及び医
療費について主管機関の審査を経て補助⾦が交付されます。こういった情況を踏まえ
て、上述の全⺠健康保険指定外の⽣殖医療機関であっても当該治療費が中央また
は地⽅主管機関により補助を承認された場合には、財政部は、当該費⽤を会計記
録が完備かつ正確であるものとみなし、個⼈総合所得税の「医療及び出産費⽤」の
列挙控除額に算⼊することを認めました。
また、本規定は、課税がまだ確定していない案件にも適⽤されます。修正申告また

は確定申告の際に添付が必要な書類は、以下のとおりです。
● 当該⽣殖医療機関が発⾏した医療費の領収書原本、及び
● 補助⾦の振込証明または主管機関が発⾏した補助審査通知

政府の補助⾦及び保険給付を控除した実際の⾃⼰負担額に基づき、当該費⽤を
⽀払った年度において、列挙控除として申告できます。
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